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2021 年度第 2 回団体交渉記録

・日時　2022 年 3 月 30日(水)9：56-11：48

・場所　片平北門会館 2f「エスパス」

・出席

■大学側：牛尾理事、佐藤人事給与課長、我妻人事労務課長、菅原人事企画課長補佐、原

田人事企画課長補佐、村上人事給与課長補佐、秩父人事給与課長補佐、千葉人事労務課

長補佐、多田人事労務係長

□組合側：片山委員長、田嶋副委員長、千葉書記長、高橋書記次長、高橋県労連議長、鎌

内県労連事務局長、中村執行委員、二井執行委員、大場支部書記長、小野寺書記

・交渉事項

1．有期雇用職員の無期化等について

2．要望書「東北大学における教育・研究・医療の支援体制の強化を求める（要望）」

について

3．総長裁量経費について

4．2021 年人事院勧告への対応について

5. 「要求と提案」について

(文責：組合)

■人事労務課補佐　これから交渉を始める。

組合側から交渉事項の説明をお願いする。

（双方、出席状況についての説明。）

□組合（委員長）　事前折衝で項目 3 番の順

序を繰り下げることとしたが、2 番と関連

するので、元の順序に戻す。2 月 24 日に団

体交渉を申し入れた。総長が今日も来てい

ない。私が委員長になって４年以上になる

が、一度も来ていないが。今日も、この交

渉以上に優先度の高い用件でもあったのか。

■理事　毎回そうだが、総長に内容を伝え、

確認の上、大学として選任した交渉委員が

責任をもって誠実に交渉する。

□組合（委員長）　やむを得ない事情がある

なら、代理の理事が出席するということは、

今までもそうだが、総長が出てこない理由

がわからない。総長自身、今この時間に他

の要件があり、そして、その用件の方が交

渉より優先度が高いということか。

■理事　そういうことではない。交渉委員が

対応する方針だ、ということだ。

□組合（委員長）　それは受け入れがたい。

ちゃんと人事の責任者である総長が交渉に

応じる、ということは当然のことだ。強く

抗議する。

□組合（県労連議長）　地方公務員の組合で

ある高教組の委員長もしている。私たちは、

宮城県ならば、毎回ではないが、1 年に 1

回は教育長や知事が出てくる。責任者とし

て当たり前のことだ。なぜ総長が出て来な

いのか不思議だ。最高の責任者だから当た

り前のことだ。労使関係として。

□組合（委員長）　そういうことだ。

1．有期雇用職員の無期化等について

□組合（委員長）　「希望者全員の無期転換」

を一貫して強く要求している。3 月 31 日で

雇い止め、解雇となる人数を。

■理事　非正規職員で、ｒ3 年度末で「5 年

満了」で雇用が終了するのは 49 名の見込

みだ。

■人事給与課長　この後、「10 年特例」に移

るなど、変更がある場合はある。そのよう

に理解してほしい。

□組合（副委員長）　12 月 1 日時点での数字

は、3 月 31 日時点でも変わらないが、まだ

「10 年特例」等に移行する可能性がある、

ということか。

■人事給与課長　そうだ。まだ把握しきれて

いない。

□組合（副委員長）　目的限定職員の年度末

解雇は。

■人事給与課長　目的限定職員の年度末での
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目的終了による解雇は、事前に連絡したが、

4名だ。

□組合（委員長）　2点聞きたい。解雇の方々

は、目的限定職員として無期雇用になった

のに、なぜ解雇、と無念だろうと思う。た

だ、例年 10 名規模なのが、4 名なのは解雇

をしないように工夫した結果なのか。2 つ

目は、雇い止め 49 名は少なくない。日常

的に非正規雇用の人と連絡をとっているが、

訴えが来る。「5 年間大学に尽くしてきたが、

なぜ辞めなければならないのか。どういう

ルールなのか」、「4 年目だが、来年クビに

なるのか。不安だ」と。毎年、何十何名が

雇い止め、と報告されるべき問題ではない。

前回、理事は、今のやり方をまったく譲る

ことなく進めすべきとは思わない、できる

ことはしていきたい、仕組みがこのままで

いいとは思わない、検討する、との回答が

あった。その発言に期待している。雇い止

めを減らすために、どのような検討をして

きたのか。

■理事　4 名ということについて。目的限定

職員については、これまでの要望等も踏ま

えて、運用の見直しをして、今年度は在職

中の人に、追加募集の試験も実施した。因

果関係が完全にそれかは検証できていない

が、それもあっての数字なのかなと思って

いる。さらに何かあれば、今後の検討に活

かしていきたい。それから、限定正職員、

非常勤職員の任期の問題などについて、と

いうことだが。前回もご指摘いただいたと

おり、大学として、教員だけでなく教育研

究を支えるスタッフも重要だと認識してい

る。一方で、運営費交付金が必ずしも増え

ていかない。実際に仕事していただいてい

る中に、プロジェクトなど永続的でないも

のも多数ある。どうすれば、より安定的な

関係を継続していけるか、常に推移を見守

り、予算の見込みを考えたりしている。現

時点で、申し訳ないが、今回までの間に何

か具体的に見込みや解決策を検討している

と言えるものはない。引き続き、より良い

大学の構成員の在り方について検討したい。

組合からの指摘も踏まえて、今の制度の見

直しの検討もしている。引き続き検討する

ことはやぶさかでない、気づいた点などい

いただき、引き続き検討したい。

□組合（副委員長）　プロジェクトのような

ものがあることはわかる。切り分けを検討

してほしい。明らかに終了したというケー

スと、単に 5 年経ったからと辞めさせるケ

ースと、グレーゾ－ンはあると思うが、そ

れなりにわかるのではないか。現に、半年

の間、辞めなければいけないのですよ、と

いう人もいる。本部として「クーリングは

だめだ」ということを言っていてもそうだ

ということは、「現場でその人が必要だ」

ということだ。仕事も慣れていて、その方

が務めてくれた方がよい。制度は制度とし

て、必ずしも現場のニーズに応える制度と

して運用されていない。クーリングの実態

を調査で把握することは難しいのではない

かと思うが、プロジェクトなのか、事務系

の補佐的な仕事は常にあるわけだから、切

り分けをしてほしい。どうしたら、プロジ

ェクトでない人をできるだけ長く働いてい

ただけるか、アイディアを考えてほしい。

□組合（委員長）　まさにそういうことだが、

根本的に、理解の深い理事がいらっしゃる

この数年の間に、抜本的に解決してほしい。

これが要望だ。昔の特例、部局がＯＫすれ

ば何年でも働ける、という制度に戻す、あ

るいは、切り分けて一人ひとりの業務を見

て、この人は 5 年で辞めるつもりだし、こ

の人は、業務も予算も本人の意思もある、

ならば、目的限定職員に移ってもらおう、

と。目的限定職員の仕組みも、人事企画部

のおかげで、だいぶハードルが低くなって

きた。この延長線で、現場が OK なら目的

限定になれるという仕組みなど。その辺の

「検討中」ということではなく、やれるこ

とはいろいろある。姿勢を伺いたい。

■理事　雇用終了となっている人の要因分析

は、どこまでできるかというのはあるが、

そこをはっきり把握しないと解決策は見い

だせない。なるべく把握する努力をする。

その上で具体的な対応策を立てて、皆さん

と相談したい。

□組合（委員長）　前の交渉から 3 か月、何

をやっていたんだ、と叱責するところだが、

今度の秋くらいまでに、解雇、雇い止めを

ゼロに近づける取組みをお願いしたい。2

月 24 日付けで、目的限定職員継続雇用の

要求書を出している。回答を。
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■理事　目的限定職員の解雇回避努力等につ

いて要望をいただいている。すでに説明し

たとおりだが、目的限定職員は、契約終了

事由をあらかじめ定めて契約している。そ

のことについては採用試験での申請書、採

用時の労働条件通知書にも記載している。

そういう意味では、事由が発生すると契約

終了せざるを得ない。継続の方策として、

部局で行われている公募情報について、本

学ｈｐ掲載を全学的にお願いしている。目

的限定職員として在職中の人に、他の業務

限定職員や目的限定職員への受験を認める

ことにした。目的限定職員としての終了後、

引き続き非正規職員として在職している人

は、限定正職員の募集要項の「3 年以上」

について、「1 年目」から受験できることと

している。目的限定職員として在職中に通

常の時期の試験の他に、追加での試験も設

けるなど、各種の運用の見直しをしている。

これを引き続きおこなっていきたい。具体

的に学内調整等できないかということだが、

本部として組織的に行うことは現時点で考

えていない。各種の取り組みを活用して、

それぞれの人に活用していただきたい。

□組合（委員長）　これまでの制度、運用の

見直しに感謝する。ただ、当初の契約の業

務が終われば終わりだ、というのに縛られ

てはいけない。違う目的でもやっていける

のだと、普通に他の業務に移行できる職だ

と認識した方がよい。解雇の 4 人という人

数は、調整しようと思ったらできる人数だ。

雇い止めの 49 名もそうだ。個々の方の状

況を把握して。法人化前の従前は、パート

職員、補佐員は上限 3 年だったが、3 年経

ったら、部局を回していた。あっせんとは

言わなくても調整できる。なぜ、数名の人

を調整できないのか。努力が足りない。

■理事　いろんなケースがあると思うが、あ

っせんをすることは、クーリングの話とも

関連する。無期転換が労働契約法に入った

趣旨に照らして検討する必要があると思っ

ている。今まで改善したことだけで、すべ

てが解決するとは思っていないが、今は、

少しずつ、見直しした運用をしっかり行い

たい。

□組合（委員長）　この数年の間、下間理事

の時に大きな前進があった。それまでは、

契約終了だから解雇回避努力をしなくてよ

い、と言っていたのを、運用を見直して解

雇回避努力をしている、と私は思っている。

もう一越えの努力を。それをすれば「4」

は「0」になる。努力をお願いしたい。

□組合（副委員長）　現場、部局の人事担当

者の意識として、目的が終了したから終わ

りだ、という意識が根強いのではないか。

たとえば、秘書なら、その能力は、現場で

の相性はあるが、学内のどこに行っても使

える能力だ。「学内のどこかで活躍しても

らえる」という意識をまずは持ってほしい。

使い捨てるのではなく、経営者の目線に立

って言えば、ぜひ、有為な人材をできるだ

け活用してほしい。そういう意識を部局の

人事の方が持っていただけるようにという

のが大事だ。本人が辞めたい、というケー

スはあると思うが、働く意思と能力のある

人は引き続き働けるように実質的に進めて

ほしい。

□組合（委員長）　宜しくお願いする。

□組合（支部書記長）　目的限定職員の解雇

が、例年は 10 名くらいのところ、今年は 4

人、という話があったが、理事はその要因

についてどう考えるか。追加募集について

話があったが、追加募集の応募の数を知り

たい。

■理事　追加募集の合格者は 10 名だ。応募

の数はわからない。

□組合（支部書記長）　当初、目的限定職員

の「目的」は固定されていて「自動的に解

雇」、という説明だったが、その後、「目的

は変わってもいい」となっている。正規の

応募のときは、目的を変えた人がいるか、

また、その数を教えてほしい。

■Ｈ人事企画課補佐　わからない。

□組合（委員長）　受験者数と、目的を変え

た人の数字を。

□組合（副委員長）　「目的を変えた」とは、

「在職していて新たに試験を受けた人」と

いう意味。

■Ｈ人事企画課補佐　結局、手を挙げるのは

自由だが、部局の推薦が必要。その数字は

部局に聞かないとわからない。

□組合（副委員長）　どういう方が受験した

かで、一応の切り分けはできるのではない

か。
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（大学側から、わかった感じの反応あり。）

□組合（委員長）　久々に前進できるような

具体的な話し合いができつつある。

□組合（県労連議長）　交渉に来て思った。

ずっと出ているが、一昔前とは雰囲気が違

う、と思った。一昔前は冷酷だった。解雇

は当然と。皆さん、運用改善の努力をして

いると思う。思い切って、18 条の趣旨に則

った無期転換をしたらどうか。大学は社会

の模範だ。社会的役割は大きい。有名な大

学が 18 条を無視しているので、県労連の

関係でも、各会社は「大学がやっているん

だから、いい」という論調になる。大学の

役割は大きい。思い切って、「今までの方

法が誤っていた」と反省して、転換してほ

しい。恥ずかしさもあるだろうが、大学は

謙虚が大事だ。英断を。それを職組が責め

るとは思わない。ぜひお願いします。

■理事　労働契約法を逸脱している、とまで

言われると、そうですか、としか言えない。

いろんな課題があることは事実だ。それで

改善している。さらに改善すべきことがあ

れば、検討したい。ことを荒立てたり、労

働環境を悪くすることが大学にとってよい

ことだとは思っていない。よりよい方策に

ついては真摯に取り組んでいく。

□組合（委員長）　ぜひそのスタンスで問題

解決を継続してほしい。今の議長の話にあ

ったが、「5 年で雇い止め」が社会で当たり

前になりつつあり、東北大の果たした役割

は大きい。組合員 1 名の地位確認という裁

判だが、社会に問う争議をたたかっている。

「5 年問題」だけでなく、来年度末の「10

年の大量雇い止め」も看過できない。これ

を OK するなら、「無期転換のがれ」が社会

的に許されてしまう。日本の研究力、科学

技術力を著しく低下させることになる。丁

度先週から、国会でもこの案件について、

質問が上がっている。雇い止めの見込みの

人数について、前回は 240 名くらいだった

が、あらためて教えてほしい。

■理事　「10 年特例」の対象者のうち、ｒ4

年度末満了は、10 月 1 日現在で人事給与シ

ステムに登録されている人数は、正規職員

は 97 名、非正規職員は 142 名、以前の回

答と変わらない。

□組合（委員長）　239 名ということですね。

その内訳は、部局や職務は把握しているか。

■人事給与課長　今、正確に把握していない。

□組合（委員長）　この問題、聞いてきたの

は、問題視しているということだ。なぜ実

態を把握しないのか。雇い止めするつもり

なのか。

■理事　わかっているが、人数が少ない部局

で個人の特定につながったりするので、部

局名を特定して示すことは差し控えたい、

ということだ。

■人事給与課長　職種、職名ごとの人数でよ

いか。

□組合（委員長）　よい。

■人事給与課長　常勤職員は 97名だ。教員 89

名、ＵＲＡ特任運営 7 名、技術 1 名、合計

97 名だ。非常勤職員は 142 名だ。学術研究

員 64 名、寄附講座の教員 2 名、技術補佐

員 76 名、合計 142 名だ。全体の合計で 239

名だ。

□組合（副委員長）　「全員、このまま雇い

止めするのか」というのが、組合が言いた

い問題だ。切り分けを。プロジェクトが続

いているのに 10 年だから辞めさせるとい

うのは許容できない、というケースがある。

任期付きは別ですね。明らかに 10 年計画

で働いている教員がいる、ということは別

問題だろう。切り分けして、検討していた

だきたい。このままみすみす「10 年だから

おしまい」、ということをやってはいけな

い、ということを政策として示してほしい。

■理事　網羅的、具体的には紹介できないが、

プロジェクトとしては継続しているケース

があるので、それに応じた新しい雇用の仕

方ができないか、部局で検討していただい

ている。

□組合（副委員長）　無期転換権が生じるの

は、皆さんにとってハードルかもしれない

が、無期転換しても、本当に仕事が終わっ

た時には、理由のある解雇はあり得るだろ

う。その時には、組合は反対するが。無期

転換権を与えないことを目的にする、とい

うことだけはやめてほしい。明らかに法の

趣旨に反している。

□組合（委員長）　三つある。一つ目、部局

特定については個人が特定されるので、と

いうことだが、何が問題なのか。やましい

ことでもあるのか。二つ目、雇用形態の内
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訳について、今の段階で 9 年以上働いてい

る人は。リスタート・カウントが 2013 年

という人の人数。三つ目、理事の発言「新

しい雇用の形を部局に検討をお願いしてい

る」ことについては、小手先の対応でなく、

本部で「無期転換してよい」と言えば、一

気に解決する。

■理事　やましいことがあるのではない。部

局名を特定して、細かい職種の人数を知ら

せることが、個人情報管理上として、私ど

もからお知らせするのはよくない、という

判断だ。

■人事給与課長　二点目は調査して。。。。は

い。

■理事　三点目について、一律に方針を示す

という選択肢はあり得るのだろうが、現実

的にはいろいろなプロジェクト等があり、

現場のプロジェクトがうまく進むようにす

る、という観点から、それぞれの部局でま

ずは考えている。

■人事給与課長　限定正職員制度への応募が

可能になった。その道はある。

□組合（委員長）　3 つ目の話が重要だ。各

部局は、5 年でも 10 年でも「雇い止めしな

ければいけない」という頭がある。それに

ついては、「無期転換のがれをしなくてい

いのですよ」というメッセージが絶対に必

要だ。まずは皆、雇い止めになってしまう。

東北大がつくった社会の常識を変えないと、

これの繰り返しになる。もう一回、なぜ無

期転換はいけないのか。

■理事　無期転換はいけない、ということは

ない。いろんなケースによって、一律にそ

うすべきだとも言えないが、10 年満了の人

からの相談もある。いろんなやり方で適し

た方法をアドバイスしている。私どもの認

識として「何が何でも 10 年なので雇用打

切り」というメッセージを出しているわけ

ではない。

□組合（委員長）　重要な回答をいただいた。

この場で繰り返す。「無期転換してはいけ

ないわけではない」、これでよいか。

■理事　そうだ。

□組合（委員長）　ありがとう。大きな前進

だ。

□組合（副委員長）　就業規則の文言に対し

て正確な解釈になった、と受け止める。「原

則 5 年、原則 10 年だが、それからずれる

ことがあり得る」と、それは有難い。

■人事給与課長　就業規則を変える、という

ことではなく。

□組合（副委員長）　就業規則の文言が正し

く政策になったということ。

■理事　無期の契約を禁止しているわけでは

ない。

□組合（委員長）　そうです。５年も１０年

も。

■理事　ただ全員無期契約ということでもな

い。そういう人がいてはいけない、という

ことではない。

■人事給与課長　事務職員で言えば、特定有

期雇用が終わると、職員就業規則適用の方

の職員に移る人がいる。そのまま 10 年を

超えるのではなく、試験を受けて、職員就

業規則の「目的限定のような形」で、それ

を言っている。「就業規則を変えてそのま

ま継続」ということは考えていない。

□組合（副委員長）　現場の努力として制度

の中で工夫するのはそれでよい。大原則と

して「無期転換はあり得ない」ということ

を否定していただいた、ということを高く

評価している。

■Ｍ人事給与課長補佐　非常勤も特定有期雇

用も就業規則で、５年、１０年の雇用期間

の上限は定めている。そこの解釈を変えて

いるわけではない。特定有期雇用が終わっ

た後に、新たに無期の雇用としてあり得る、

と。無期転換ではなく、任期のない雇用を

することはあり得る、ということだ。

□組合（副委員長）　皆さんが、従来からの

継続でそのように言う、ということはわか

る。ここは、理事の発言が今まで方針を変

えるものだったならば、皆さんの頭を切り

替えるべきだ。これまでは無期転換はなか

った。これからはある。

■Ｍ人事給与課長補佐　上限をいい加減に運

用していく、ということではない。

□組合（副委員長）　皆さんの意識がそうだ

ということはわかった。理事の中では、も

っと踏み込んだ考えがあるのではないかと

思う。

■理事　個人で有期雇用の期間が終わった後

に、別の雇用形態になることはあり得る、

と思っている。自然に無期契約に行く、と
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いうことではない。そこを誤解しているな

らば、期待を持たせると申し訳ないので。

一般論として、有期雇用の後に、もう一度

無期雇用の職に就くことはあり得る。

□組合（委員長）　今まで「5 年を超えて無

期転換」は今までどおりしない、目的限定

職員なり限定正職員なりに合格した人が無

期雇用になる、それを 10 年のケースにも

当てはめる、というイメージですね。

■Ｍ人事給与課長補佐　おっしゃっているイ

メージかなと思う。就業規則の上限の撤廃

を考えている、ということではない。

□組合（委員長）　具体的にしないと、言葉

のやり取りになってします。詰めて行こう。

重要な話だ。

□組合（支部書記長）　就業規則を変えるこ

とを考えているのか、運用だけの考えか。

■理事　私が言ったのは、そういう事例があ

ってもよいのではないか、ということ。現

時点で規則の具体策を考えているわけでは

ない。

□組合（副委員長）　239 名について、何人

かが何らかの形で、その中で引き続き活躍

していただける事例が出てくるのは我々と

してありがたい。

2．要望書「東北大学における教育・研究・

医療の支援体制の強化を求める（要

望）」について

□組合（委員長）　前回に問題提起した事務

系職員、技術系職員の 10％削減問題に関連

して、要望書を出している。それに対して

前回、ゼロ回答に近い回答だった。問題だ

と思っている。情報の非開示どころか、検

討内容も非開示なのは、労使自治からも問

題だ。前回非開示にした検討内容について、

改めて説明の意思を問う。示す意思はない

か。

■理事　前回要望のそのものではないが、ほ

ぼ同じものだが、今から配る。

（大学から同名の 2 つの資料「平成 28 年度

~令和 9 年度その他職員人件費に係る予

算・所要（見込）額推移」（①令和 2 年 7

月 29 日役員会資料、②令和 3 年 6 月 30 日

役員会資料）が提供された。）

■理事　r2 の資料と r3 の資料だ。役員会で

人件費シミュレーションをした資料を出し

たものだ。　r2 のものについては、r1 に

ついては決算額をベースにつくった。職員

の年齢構成が上がり、オレンジ色で表記し

た所用見込額が、人件費として必要になる

だろうという額だ。予算額は、既定分は運

営費交付金、一律の、それを加味して間接

経費から補填しているので、その見込み額

だ。総長裁量経費から充てている額も、差

し引くと、△で表記しているが、人件費が

予算額に対して足りない。一番下は差引額

の累計だ。R3 も同様だが、「人員を 10％削

減した時にはこうなる」というものだ。r2

の資料は、人を減らすことを加味していな

い。それでも最終的な人件費は、予算額に

対して足りない、ということを示している。

■人事給与課長　所要額が増えているのは、

年齢構成による。事務は 40 代と 50 代が多

い。予算額は減っていく。悩ましい危機的

な状況だ。r1 の単年度を見ると、赤字に切

り替わる。それ以降赤字が増え、右下の累

計では 60.7 億の赤字となる。昨年度の下

間理事の交渉でも 60 億の赤字、人件費 10%

削減は不可避ということをいっていたが、

それと合致するだろう。今年度の資料で、

10%削減しても 17.5 億の赤字だ。厳しい状

況だ。

□組合（副委員長）　一般職員に加えて、「そ

の他職員人件費」について教えてほしい。

■人事給与課長　技術職、医療職も。医療職

員は、病院独自財源ではない職員もある。

□組合（副委員長）　看護師でも病院収入で

雇われている人と、こちらでという人がい

るということか。

■人事給与課長　そうだ。

□組合（副委員長）　どのくらい。

■Ｃ人事給与課補佐　ほぼ同じくらい。

□組合（副委員長）　一般職でも、病院収入

で雇われている人もいるのか。

■Ｃ人事給与課補佐　若干いるかもしれない

が、基本的にはいないくらいだろう。

■人事給与課長　これはｈｐで見られる。役

員会の資料で。

□組合（委員長）　本来ならば、加えて議事

録を示すべきだ。さらには、当事者の技術

職、事務職に、人件費のことだけでなく、
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大学の事業に必要な人数等の全体の説明が

あってしかるべきだ。これでは不十分だと

思うが、議論のたたき台として承った。

□組合（副委員長）　10%削減するというこ

とは、事業をその分減らすということだ。

これで大学が回るのか、業務が回るのか。

この人員を減らす間にも、大学の事業規模

は拡大するだろう。全体の規模の拡大とこ

れとの整合性も説明してほしい。さらに、

総長からは、支援職員の数が圧倒的に足り

ない、これでは研究者が研究に専念できな

いとの発言もある。それとの整合性もない

のではないか。具体的に、それぞれどのよ

うに考えているかが示される必要がある。

■理事　基本同様に考えている。あくまでシ

ミュレーションとして示したものだ。実際

の業務がどうなるかは、学内でも DX とか

事務の一元化とか、効率化できるところは

効率化する。新たに増える業務もあるだろ

うが、この資料の数字も事実だ。毎年シミ

ュレーションを出しているが、毎年見直し

ながら進めていく。逆に言えば、きっちり

したものを今示すことはできない。

3．総長裁量経費について

□組合（委員長）　3 月 8 日付で質問書を出

している。今日の資料では「その他職員人

件費」160 億という規模ですが、ｈ22の時、

「その他職員人件費」は 83 億、一般は 99

億、そのことを質問した。説明してほしい。

■理事　22 年度のことについて、金額がずれ

ているのはなぜか、とのことだ。一つは、

一般職 99 億となっているが、病院の例で

も出たが、すべてについて運営費交付金が

財源だということではない。運営費交付金

については、効率化係数の対象となるのが

83 億円、差し引きの 16 億は運営費交付金

以外の財源で、99 億と 83 億の違いは運営

費交付金以外の財源があること。

□組合（委員長）　「既定分」は運営費交付

金で、「間接経費」や「総長裁量経費」を

加えて「一般職員人件費」ということか。

■理事　22 年度と本日の資料との関係性がよ

くわからないが、ざっくりいうと、運営費

交付金以外にも人件費の財源がある。

□組合（委員長）　技術職、事務職の人件費

は、すでに運営費交付金だけでは、r1 ちょ

っと前からか、賄えていないということ、

それは重要。事務、技術はさらに間接経費

とかを入れて維持しているということ。シ

ミュレーションされているが、今は教員人

件費もしかりだが、運営費交付金だけでは

維持できない。そういう構造になっている

のに、運営費交付金以外のところを固定し

ているのは非現実的だ。東北大学全体の予

算の中から組み込んで維持されているので、

効率化係数だけでの説明ではシミュレーシ

ョンになっていない。これが第一の指摘だ。

リスク回避というかもしれないが、あまり

に非現実的なシミュレーションではないか。

■理事　安定的に確保できる財源が運営費交

付金なので、もちろん、間接経費は、いろ

んな光熱費や様々な経費があるので、すべ

てを人件費に回すことはできない。なので、

ここでは同額で仮置きしている。シミュレ

ーションは毎年見直すことが、それを決め

た時の前提がある。間接経費の余裕も含め、

逐次見ながら行う。赤字ということは、他

の予算を入れているわけで、その都度。

□組合（委員長）　今まで、前回も言ったが、

大量雇い止めの時に、労働委員会や裁判で

も、運営費交付金の下がり方だけをもって

シミュレーションといって、だから無期転

換できない、と言われてきた。そうではな

いということ。大学全体で教員と一般職員

の人件費を賄っている。それが実態だ。こ

れがまず一つだ。もう一つは、右肩下がり

の水色の線について、効率化係数は、ほん

とうにこのように減っていくのか。

■理事　R4 の効率化係数はすでに決まってい

るはずで、実際のシミュレーションの時点

とぴったり同じではないが、第 4 期中期目

標期間においても一定率の減少の仕組みは

維持されている。細かい数字で多少のずれ

があっても、大まかな方向では変わってい

ない。

□組合（委員長）　この前、東北大の r4 予

算が部局長連絡会議に出ていたが、運営費

交付金が 429 億円から 428 億円になった。

△0.3％だ。運営費交付金はその規模で来

ている。なのに、人件費だけ、マイナス 1.6

とか減るのか。文科省は、常々、同じ規模
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で推移しているという。運営費交付金は増

えていない、と理事は言った。増えていな

いにせよ、さほど減っていない。なぜ人件

費だけ、こんなに減らす必要があるのか。

■理事　総額はそうだが、中身の問題がある。

基盤的に大学が自由に使える基幹経費の部

分については、1.数パーセントの係数の分

が減っている。

□組合（支部書記長）　基幹経費は横ばいだ。

■理事　用語が違っていたら申し訳ないが、

削った後に、削った分が戻ってきている。

それが、前期でいうと「機能強化費」と呼

ばれているもので、大学の教育研究の体制

整備のために、ある種のプロジェクト的な

予算としてとっている枠がある。それと合

わせると、マイナスといっても 0.数％とい

うことになる。しかしプロジェクトのため

のお金なので、大学に一定の裁量権はある

ものの、一般的な人件費に自動的に回すの

は問題があるので、総額はそれほど変わっ

ていないが、使途については一定のしばり

がかかっている。

□組合（委員長）　そこだ。今までの大学は、

1.数％だけで説明してきた。今はいろいろ

あって、総長裁量経費でロンダリングした

りしてやっている。それを含めて、どうし

ても 10％が必要なんだ、という説明でない

と。事業と人を 10%減らすという事業体と

しては大きな判断。これだけでは到底理解

も承服もできない。

□組合（支部書記長）　人事給与課長がｈｐ

に載っているというが、私が見た限り、タ

スクフォースの報告がされているが、その

議事録自体が不開示となっている。不開示

ではないか。

■人事給与課長　役員会のページは見ました

か。

□組合（支部書記長）　事務タスクフォース。

■人事給与課長　そうではなく、

□組合（支部書記長）　役員会の中に事務見

直しタスクフォース報告があり。

■Ｃ人事給与課補佐　7 月頃の役員会は非開

示。

□組合（支部書記長）　なぜ非開示なのかを

問題としている。

■Ｃ人事給与課補佐　総長裁量経費の決算、

という議題のところに。

□組合（支部書記長）　事務見直しタスクフ

ォースの資料と同じか。

■Ｃ人事給与課補佐　少し数字は違うが、基

本的には同じだ。

□組合（支部書記長）　なぜ非開示にするの

か。東北大の将来にとって重要で、全学的

に議論すべきことなのに、なぜ。

■理事　今日示したのは確定した数字を基に

している。その時点では、未確定の数字な

ので、それをそのまま開示することはでき

ない、という当時の判断だ。議論の中身も

そのまま示すことが、仮定に基づく議論な

ので、誤解を生じる可能性があるという、

当時の判断だ。

□組合（支部書記長）　当時の判断に理事は

関わっていなかった。今から考えて、その

判断を見直して、広く議論すべきではない

か。

■理事　同じ資料を出すべきかどうかはわか

らないが、大学としての業務の在り方、人

員体制の在り方の議論は続くと思うので、

その時に、以前出さなかったので、今後も

出さない、ということではない、と思う。

□組合（委員長）　この問題の大きさ、当事

者の理解がまったく進んでいない中で、議

論したので進めるということでは、労働者

と経営側の信頼関係がなくなる。組合に対

しても、だ。役員会が非開示と決めたので

示せない、ではだめだ。よっぽどの理由が

ないと資料の非開示は不当労働行為になる。

（組合から交渉時間の延長を申し出て、理事

が 12時までの延長を認めた。）

□組合（委員長）　質問書の１のところ。「教

員人件費中央管理分」の説明を前回いただ

いたが、まだ納得できない。

■理事　なぜ、部局剰余金を予め見積もるこ

とができるのか、について。正確な見積も

りはできない。前年度の見込み額を仮に置

いた。決算が出れば、前年度の決算で置き

換えるということをしている。転用可能な

のに、なぜ大量に余らせているのか、につ

いて。仕組みとして、教員人件費は教員の

雇用にあたるので、過度に余らせないよう

に「5％枠」を設けているが、その範囲で

物件費への流用は可能としている。各部局
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が意図的に余らせようとしているのではな

いだろう。中長期的な計画を基に各部局運

営していると思うが、年度途中に計画外の

思わぬ事態が生まれることがあるのだろう。

それが 5％を超える、ということだろう

□組合（委員長）　部局に渡すときに、中央

枠 5%があり、近年では数億円総長裁量から

補填し、余った分をさらに総長裁量に入れ

る、回収している。昔は総長裁量経費に数

億レベルで毎年入っていて、それもいかが

なものかと思う。このように回収する中央

管理分ついて。

□組合（支部書記長）　理学研究科では、余

さずに吸い上げるようなことをしたら、部

局長がリコールものだ。研究費等を節約し

ているのに、余らせて本部に償還するなど

部局はやるわけがない。はしたがねならと

もかく、全学で 10 数億が部局から余りと

して集まるわけがない。ちゃんと財務部に

説明してくれ、というべきだ。それしか財

務部から説明を受けていないのか。私達は、

余らせている仕組みを知っている。誠実に

答える気があるのか。なぜこのように余る

のか、調べて誠実に回答してください。

■理事　「仕組みとして」という質問だと思

ったので、その回答をしたが、今の質問は

さらに「余っている事情」ということなの

で、その新しい質問に対して、また答えた

い。

□組合（委員長）　どうも人事企画部が、割

を食っているのでは。総長裁量経費に還流

させる仕組みがあり、人件費を扱う皆さん

が割を食っている。ぜひ理事も、財務部の

説明をしっかり聞き、私たちに返してほし

い。

□組合（支部書記長）　シミュレーション金

額で、r1 予算額は 156.5 億。これと年度予

算の人件費との関係がわからない。年度予

算の人件費、一般職員人件費 94 億、医療

職員 58 億、その他は、退職手当、教員人

件費。一般職の 94 億と医療職の 58 億は、

医療職はこの中に入らないのかもしれない

し、156.5 億、「既定分」146.5 億ならば、

年度予算の人件費との関係がわからない。

■理事　詳細は持ち帰り検討する　予算額と

書いてあるが、決算額の数字が入っている

ところがあるので、その関係もあるだろう。

□組合（委員長）　なぜこの数字になってい

るのか。人事企画部がそろっている中で、

答えが戻ってこないのが釈然としない。さ

らなる人件費をいかに維持するか、皆さん

と私たちの取り組みが必要だと思う。

4．2021 年人事院勧告への対応について

□組合（委員長）　まだ方針がないようだが、

前回、次年度にボーナスカットがあるかも

しれない、という発言があったが、今の方

針を。

■理事　本年 6 月についての具体的な内容に

ついては検討中だが、これまでの交渉でも

伝えているように、「人勧を有力な参考資

料として」という基本的な方針で検討して

いる。

□組合（委員長）　人勧をそのまま給与水準

に反映させることに強い不満と違和感があ

る。法人として賃下げの理由がそれだけで

は全くなっていない。必然性、相当性を。

なぜ下げなければいけないのか、なぜ 0.15

なのかの説明が絶対に必要だ。人勧のまま、

国家公務員の法律に準ずれば、来年度の 6

月 12 月分だけではなく、今年度取りそび

れた分を調整額として下げるということが

含まれる。遡及の問題があるが、まさか東

北大学で準用することはないでしょうね。

■理事　「人勧に従うだけなのはおかしい」、

について。給与水準の決定について、法律

で決められていることは、国家公務員、民

間の給与、本学の業務の実績等を考慮しな

ければならない、ということだ。国家公務

員と民間の水準の判断に、人勧がある。結

果として毎回そうなっているのではないか

と思うが、その他の状況も考えている。国

会に出ている国家公務員に関する法律は、

「さらに引く」という内容になっているが、

それをそのまま実施するのが適切かどうか

については、参考にはしているが国家公務

員ではないので、国家公務員だから許され

ることと、民間労働法制下で許されること

には違いがあるので、それを踏まえて検討

する。

□組合（委員長）　深い発言をいただいた。

国家公務員ではない。他大学では、当局か
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ら去年の分の切下げについて、大学から提

案されているところがあった。交渉で取り

下げされたが、理解されていない大学がい

っぱいあることがわかっている。今の発言

の趣旨とおり、去年の引き下げを反映させ

ることは絶対にしないように。不利益遡及

を私たちは絶対に認めない。これは、民間

労働法制下のみならず労使の信頼関係にも

影響する。方針決まったらすぐに労使懇談

会や私達に説明してほしい。

□組合（副委員長）　不利益遡及の問題もあ

るが、我々は引き下げ自体に反対だという

ことも言っておく。下げない判断を。

5. 「要求と提案」について

□組合（委員長）　「要求と提案」は昨年１

１月に発表したもの。組合だけでなく、教

職員全体のために考えて網羅的に作成した。

「この場で回答を」、ということだったが、

文書での回答が具体的に進められると思う

が、その辺の対応はどうか。

■理事　十分かどうかわからないが、文書回

答を用意した。

（大学から、組合の「要求と提案」の各項目

の下に大学回答が記載された資料が提供さ

れた。）

□組合（委員長）　全体的な説明はあるか。

■理事　可能な限りの回答を書いた。さらに

質問いただければ、丁寧に回答する。

□組合（副委員長）　多岐にわたるので、一

項目ずつ、交渉できるようなことから交渉

の議題に上げていく。回答をいただいたと

いうことで。

□組合（委員長）　2 点。以前、質問書に対

して文書での回答は絶対にしない、という

大学の対応があった。それで何十分も議論

したりした。まずはここから議論が始まる、

ということで感謝申し上げる。もう 1点は、

全体として網羅的なものだが、個別の手当

の改善なども要求している。この間、当局

からは就業規則改正に関し、育児休業休暇

拡充、看護職員等の調整手当の新設、これ

らは私達も要求していたものだ。国家公務

員の改善に準じたとはいえ、私達の要求が

反映されたと認識している。本学では早め

に行われたりしていることに感謝する。ま

だまだ不十分な点があり、人勧に含まれな

い部分、現場での要望などを網羅した。一

つ一つ検討してほしい。人事院勧告の中で

見逃されていること、非正規職員のボーナ

スがある。現場の悲願だ。一万円でも出し

てほしい。正職員などがボーナスをもらっ

ている中で、半分以上の教職員には出ない。

こういう職場では、溝が深まるばかりだ。

優先順位の高い案件として検討してほしい。

□組合（県労連議長）　地方公務員の「会計

年度職員」は、非常勤でもボーナスが出て

いる。地方公務員に準じて出るようにして

ほしい。

□組合（委員長）　前向きに回答していただ

いたこともあった。いくつか宿題もあった

ので迅速に宜しくお願いする。有期雇用労

働者の雇用継続については、国会での議論

もあり、大学を除いて 12000 人くらいの雇

い止めの対象となっており、社会的な問題

となっている。東北大が 200 名となるとま

た悪しき評判になる。迅速な対応を求。加

えて、人件費削減、総長裁量経費問題はま

だまだ納得できない。来年度の給与、ボー

ナス。そして定年延長のことが聞こえてこ

ないが、なぜ遅いのか。

■理事　まだ、具体的なところを検討する段

階にはなっていない。課題としては認識し

ているが。

□組合（委員長）　技術部の運営委員として

わかっていることとして、現場では「何年

から」という情報共有がある。非開示とい

うような対応では困る。最初からの議論を

構成員と一緒にやっていただきたい。検討

中の事項がたくさんある。交渉は継続、と

考えている。よいか。

■理事　はい。


